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【韓国】 図書定価制の拡大 
海外立法情報課 藤原 夏人  

 

＊2014 年 5 月 20 日、図書定価制の対象図書の拡大、割引率の縮小等を目的として、出版文化

産業振興法が改正された。同年 11 月 21 日に施行される。 

 

 

1 背景及び経緯 

図書定価制とは、韓国における図書の再販売価格維持制度（再販制度）の呼称であ

る。1977 年、出版・書店業界の自主的な協定に基づき、韓国で全国的な図書定価制が

導入された。当初、図書定価制は有効に機能していたが、1990 年代の価格破壊の急速

な進行や、1990 年代後半以降のオンライン書店の登場により、割引販売が公然と行わ

れるようになり、図書定価制は形骸化した。自主的な協定では図書定価制の維持は困

難と判断した出版・書店業界が法制化を目指して運動を進めた結果、2002 年 8 月、図

書定価制に関する規定を盛り込んだ出版及び印刷振興法（後に出版文化産業振興法に

題名変更。以下「振興法」）が制定され、翌 2003 年 2 月に施行された。  

 法制化された図書定価制は、①通常書店は定価割引不可、オンライン書店は定価の

10%以内の割引可能、②定価割引以外の特典（景品、クーポン、ポイント等）に関する

規制なし、③発行日から 1 年を経過した図書を定価制の対象外とする時限再販等、オ

ンライン書店に有利な内容であり、大規模な割引販売を進めたいオンライン書店と、

完全図書定価制の導入を訴える通常書店の対立が生じた。  

その後の振興法及び下位法令の改正により、①通常書店も定価の 10%以内の割引を

可能とする、②定価割引以外の特典に関する規定の新設（実際の販売価格の 10%以内

の範囲で提供可）、③時限再販の期限の 1 年から 18 か月への延長等が行われたが、依

然として通常書店は厳しい経営を余儀なくされている。  

今回の法改正は、図書定価制を一層拡大させることを目的としたもので、2013 年 1

月 9 日に最大野党民主党（現新政治民主連合）崔載千（チェ・ジェチョン）議員によ

り発議された振興法改正案が元になっている。定価の割引率等をめぐり国会審議が難

航したが、最終的に定価割引以外の特典も含めた割引率を定価の 15%以内とすること

で合意され、2014 年 4 月、同法案は国会本会議を通過した。概要は次のとおりである。  

 

2 改正法の概要  

(1) 時限再販の廃止及び定価変更規定の新設（第 22 条第 2 項） 

改正前は、旧刊（発行日から 18 か月を経過した図書）を図書定価制の対象外とする

時限再販規定が置かれていたが、法改正により削除され、旧刊も対象に含められた。

ただし、旧刊は大統領令の規定により定価を変更できる規定が新設された。 

(2) 実用書及び小学生用学習参考書への適用（第 22 条第 4 項） 
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 改正前は、図書定価制の対象となる図書の範囲を独占規制及び公正取引に関する法

律の規定による再販対象著作物としていたため、実用書及び小学生用学習参考書は対

象外であったが、法改正により当該規定が削除され、これらの図書も対象となった。 

(3) 割引率の縮小（第 22 条第 5 項） 

 改正前の振興法及び同法施行規則では、新刊（発行日から 18 か月未満の図書）は定

価の 10%以内、旧刊は無制限の定価割引がそれぞれ可能であった上、実際の販売価格

の 10%の範囲で、定価割引以外の特典を提供することが可能であった。このため、図

書定価制の適用を受ける新刊であっても、両者を合わせて最大 19%の割引販売が可能

であった。法改正により、新刊、旧刊ともに定価割引は 10%以内、定価割引とそれ以

外の特典を合わせた割引率は 15%以内と定められた。  

(4) 図書館への適用（第 22 条第 6 項） 

改正前は、図書館に販売する図書は、図書定価制の対象外と規定されていた。しか

し、図書館が適用外となっていることが、図書定価制が有名無実化する一因とみなさ

れていたため、法改正により図書館が適用外機関から除外された。 

(5) 図書定価制の見直し（第 27 条の 2） 

 文化体育観光部（部は省に相当）長官が、図書定価制を 3 年ごとに見直し、廃止、

緩和、維持等の措置を講ずる規定が新設された。  

 

表 出版文化産業振興法の改正前と改正後の図書定価制の比較  

 改正前  改正後  

定価割引  
新刊：10%以内  

旧刊：無制限（適用外のため）

新刊、旧刊ともに 10%以内（旧

刊は大統領令の規定により定価

の変更が可能）  

定価割引以外の特典

（景品、クーポン、

ポイント等）  

実際の販売価格の 10%以内  

（新刊の場合は、定価割引と合

わせて最大 19%の割引）  

定価割引と合わせて 15%以内  

適用外の図書  
実用書、小学生用学習参考書、

外国図書、中古図書  
外国図書、中古図書  

適用外の機関  図書館、社会福祉施設等の施設
社会福祉施設等の施設（図書館

を除く）  

（出典）出版文化産業振興法の条文等を基に筆者作成。  
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